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  香港行政長官の曾蔭権（ドナルド・ツァン）は 10 月、立法会で『繁栄を分かち合い、思いやりのある社会を築く』と題し、

2011 年度の施政方針を発表しました。主な内容は市民生活･福祉、経済振興、良質な生活、社会の安定及び民主化の発

展に分けられています。特に住宅取得と貧困対策に重点が置かれ、広がる所得格差に対応して行政の役割を拡大しようと

しているとみられます。内容は以下の通りです。 

2011 年度施政方針の主な内容 

項目 内容 

市民生活･福祉 

＜住宅＞ 

・  土地や公共住宅を安定供給するため、「住宅用地供給監督指導チーム」を設置 

・  物件購入資金がない層を対象に、政府が住宅購入の頭金を資金援助する「持ち家購入支援計画

を導入 

・  「香港への投資による移民申請対象者」の条件のうち、不動産投資を暫定的に除外 

＜貧富の格差是正＞ 

・ 遠隔地に限られていた低所得者向けの交通費補助（月 600 香港㌦/人）を香港全域に拡大 

・  教科書代の補助額を従来の 2.5 倍程度へ引き上げ 

・ 香港政府と財界が各々50億香港ドル（542億円相当）を拠出し、低所得層支援基金「関愛基金」を

設立 

＜高齢者福祉＞ 

・ 年金受給資格を緩和し、香港での最低滞在日数を現行の年間 90 日から 60 日に短縮       

（老後を中国本土で過ごす人に便宜） 

経済振興 

・ 「第 12 次 5 カ年計画」に対し、広東省と協力して取り組む 

・ 地域間協力として、「深センの前海地区開発」、「台湾との交流促進」に取り組む 

・  金融（特に人民元国際化）、観光、物流、専門サービス等の産業振興を推進 

良質な生活 ・  二酸化炭素排出ゼロのバス利用促進、繁華街を「低炭素排出区」に指定等による環境保護 

社会の安定 

・  専門学校等の発展のために 2.5 億香港ドル（27 億円相当）の基金を設置し、教育の品質向上や

学位取得を支援 

・  学校の社会福祉士の数を増やし、青少年の健全な育成を支援 

民主化の発展 
・ 2012 年までの行政長官の任期内は、基本法第 23 条に基づく国家安全法の立法作業に着手しな 

い 

 


